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第五回AJフォーラム（研究会）
グローバル化の中の隣国関係――日韓関係を中心に
日時：2006年6月17日（土）15:00～17:00
場所：国士舘大学世田谷キャンパス　中央図書館AVホール
講師：木村　幹（神戸大学大学院国際協力研究科教授）
１９９０年代以降の東アジアの国際関係は大きくかわりました。韓国を例にとって見ましょう。こ
の国を考える上で最初に重要なのは、朝鮮半島の南北分断の結果成立した、韓国が、正に冷戦の産
物だということです。そして、冷戦の最前線におかれた韓国にとっての国際関係は、かつては大変
いびつなものでした。
それは韓国の貿易全体に占める、各国のシェアを見てみるとよくわかります。６０年代には日本
単独でのシェアが韓国の全貿易高の４０％に達する時もありました。それはアメリカのシェアをも
足すと７０％を越える割合になっています。朝鮮半島における分断国家であった韓国は、８０年代に入
るまで、今では考えられないほど国際的に孤立しており、密接な関係を持つのは、日本とアメリカ
といういびつな状況にありました。彼等は冷戦下、このような国際的状況を押し付けられたという
ことができます。けれども、当時の韓国人は甘んじてこの状況を受け入れました。当時の韓国人に
は協調しないと国際社会の中で生き抜いていけないという意識があり、日本とアメリカとの従属的
ではありながら、密接な関係を持つことにより、自らの国を維持し、発展させようと考えた、とい
うことになります。
しかし、冷戦は終わり、韓国は、かつては国交さえ持つことができなかったソ連や中国とも、円
滑な関係を結べるようになりました。これにより、韓国の国際的な選択肢が飛躍的に増大したわけ
です。特に隣の中国と関係が持てるようになったことは重要です。同じ時期の経済成長は国際社会
の中での韓国の存在感を増すこととなり、韓国は世界の多くの国と、経済、政治、社会的な関係を
取り結ぶようになっていきます。
そういった中で、韓国にとって日本とアメリカの重要性が低下します。今日では、日米両国の韓
国の貿易全体に占めるシェアも、６０年代、７０年代の半分以下までに減少しています。時に、この現
象は、中国の台頭により説明されるのですが、その中国のシェアも、実は、かつての日米の半分程
度にしか過ぎません。つまり、韓国における日本のシェアの減少は、中国の台頭によるものという
よりは、韓国にとっての選択肢が広くなってきているからなのです。
これは言葉を換えれば、グローバル化の結果として、韓国にとっての国際的選択肢が増え、結果
として、かつては極めて重要であった日米の重要性が低下した、ということになります。同じこと
は、人的移動についても言うことができます。韓国における海外旅行者の数は、経済成長と共に増
えたのですが、その渡航先が多様化した結果として、韓国人渡航者全体における、日本やアメリカ
に渡航する人の割合は減少する、ということになっています。
結局、日本では、日韓関係は相互交流により密接になっている、とよく言われますが、状況はそ
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れほど簡単ではない、ということがわかります。日本も韓国も経済成長はピークを通り越し、安定
成長に入っています。グローバル化が進む中で、東アジアにおいては、それまで大きかった日本の
存在は相対化されました。戦略的な関係においても、冷戦中は日本と韓国はアメリカを介した事実
上の三角同盟関係にありました。国際社会が米ソ両超大国の角逐に集約されていた冷戦時代には、
日韓両国は、安全保障面において、同じ立場から議論することができました。しかし、例えば、北
朝鮮の核兵器問題に典型的に現れているように、現在では安全保障面においても、日韓両国の立場
は異なってきています。
社会交流についても同じようなことを言うことができます。甞ての国際交流においては、日本に
とっての韓国、そして韓国にとっての日本は、貴重な交流相手でした。しかし、グローバル化の進
んだ現在では、最早、両国にとってお互いは、国際交流の一つの選択肢にしか過ぎなくなっていま
す。
このような状況において、日本と韓国の間では異なる問題も起こっています。それは両国におい
ては、政党や政治家、更には国家に対する信用度が急速に低下している、ということです。結果と
して、政治は大統領や首相の個人的な「人気」に頼らざるを得ない状況となっています。このよう
な状況では、政治は流動的にならざるを得ず、政治家は時に民族主義的言辞を弄して、自らへの支
持を取り付けようとすることになります。日韓両国にとってお互いの存在は、グローバル化の中、
相対化されてきていますので、結果として、お互いを批判しやすくなる、という状況も生まれてい
ます。お互いの存在感の相対化が、一部の人々によって、お互いへの軽視につながり、それが両国
の関係を悪化させるなら、それは余りよい状況とは言えません。
もっとも、このような状況は、若い世代の台頭により、やがては解決する、という人もいるでし
ょう。しかし、ここで重要なのは、少子高齢化の政治への影響です。政治面では、未来を担う人口
が増えないということは、若い人達の政治的影響力が大きくならない、ということを意味していま
す。例えば今の日本の若い人たちは、単純に人口が少ないので、団塊世代ほどの政治力や重要性を
持ち得ません。韓国の状況は日本よりひどく、出生率も日本より低くなっています。現在４０歳代
くらいの、所謂３８６世代は圧倒的な人口を持っていますので、彼等の世代は長く力を持つことにな
るでしょう。政治面でも日韓関係においても、これからの韓国人のものの考え方は、よくも悪くも
安定的になってゆくことになるかも知れません。その意味では、若い世代に余り多くを期待するの
も酷なのかもしれません。
日韓と同じような状況は、実は東アジアのあちこちに見ることができます。グローバル化によっ
て東アジア諸国の結びつきは、強まるどころかむしろ希薄になってきています。とはいえ同じ地域
にある国だからこそできることもある訳ですから、我々はお互いが、具体的に何ができるかを真剣
に考えなければいけない時にさしかかっていると思います。国際関係が進展する中で、隣国である
ことが、以前ほど重要ではなくなった今、どうやって友好関係を保つか、いかに冷静な国際関係が
重要かということを考えていかなければならないと思います。このような構造的な問題を考えてい
かなければ、アジアの共生は難しい、のかも知れません。
